
令和３年度医療介護総合確保基金事業補助金（病床機能再編支援事業）の   

事業計画に係る協議の経緯について 

 

１ 令和３年度第１回地域医療構想調整会議開催結果 

令和３年７月14日に開催した令和３年度第１回曽於保健医療圏地域医療構想調整会議におい      

て，曽於医師会立病院及び曽於医師会立有明病院の統合支援給付金に係る事業計画について協議

が行われ，以下のとおり協議結果をとりまとめ，県へ提出したところである。 

 

 【協議結果：地域医療構想調整会議としての意見】 

曽於医師会立病院及び曽於医師会立有明病院を統合し機能強化を図る，この目的のために，有明病

院を廃止しスタッフを曽於医師会立病院に集約するという考え方は地域医療構想の実現に資すると

判断する。 
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・曽於医師会立病院と曽於医師会立有明病院（以下，有明病院）が統合され，有

明病院を廃止するということは，地域医療構想として病床の配置が上手に考え

られている。有明病院を閉院するにあたってスタッフを曽於医師会立病院に吸

収することで，曽於医師会立病院の機能強化を図ることにつながる。曽於医師

会立病院は曽於保健医療圏の中核病院として，もっと充実していってほしい。 
 
・曽於医師会立病院の休床中の病床は新型コロナ感染症患者受け入れ病床として

稼働しており，有明病院の看護師等のスタッフを吸収することは存続する曽於

医師会立病院の感染症対応機能の強化につながる。 
 
・今後，シームレスな医療体制をつないでいくときに，訪問看護，訪問診療はと

ても重要であり，有明病院の看護師等の医療資源を曽於医師会立病院に吸収す

ることで在宅医療機能を強化し地域の医療の充実を図ることは大事である。 
 
・曽於医師会立病院は県がん診療指定病院でもあるので，がん患者の訪問診療や

訪問看護を担っていくことで地域の医療の充実につながっていくと考える。 
 
【地域医療構想調整会議としての意見】 

  曽於医師会立病院及び曽於医師会立有明病院の統合支援給付金支援事業に係

る事業計画については，曽於保健医療圏の地域医療構想の実現に資するものと

認められる。 
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・2019年の病床数と地域医療構想における2025年の必要病床数を比較すると，急

性期と慢性期は過剰であり，有明病院の急性期と慢性期の病床を廃止すること

は地域医療構想に合致することである。また有明病院の職員を曽於医師会立病

院に吸収し，医療資源を大事にしつつ，地域医療の強化を図ることは地域医療

構想に合致した選択である。 
 
【地域医療構想調整会議としての意見】 

  曽於医師会立有明病院の単独支援給付金支援事業に係る事業計画については

曽於保健医療圏の地域医療構想の実現に資するものと認められる。 

 

 ２ 事業計画の変更 

会議開催後，曽於医師会立病院から統合支援給付金支給事業の事業計画書の変更について申し

出があったことから再度協議が必要である。 
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資料２－１



令和３年度医療介護総合確保基金事業補助金（病床機能再編支援事業）について 

 

 

１ 病床機能再編支援事業の概要について 

  令和３年５月 28 日に良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進するための医

療法等の一部を改正する法律（令和３年法律第49号）が交付・一部施行され，令和２年度に予算

事業として措置された「病床機能再編支援事業」が地域医療介護総合確保基金の中に新たに位置

付けられた。 

  事業の活用を希望する医療機関を把握するため，県担当課が各医療機関に調査を実施したとこ

ろ，曽於保健医療圏においては，２医療機関から活用の希望があった。 

対象事業 事業の目的 

単独支援給付金

支給事業 

医療機関が，地域の関係者間の合意の上，地域医療構想に即した病床機能

再編を実施する場合，減少する病床数に応じた給付金を支給することによ

り，地域医療構想の実現に向けた取り組みを支援する。 

統合支援給付金

支給事業 

複数の医療機関が，地域の関係者間の合意の上，地域医療構想に即した病

床機能再編を実施し統合する場合，統合に参加する医療機関に給付金を支

給することにより，地域医療構想の実現に向けた取り組みを支援する。 

債務整理支援給

付金支給事業 

複数の医療機関が，地域の関係者間の合意の上，地域医療構想に即した病

床機能再編を実施し統合する場合，統合によって廃止となる医療機関の未

返済の債務を，統合後に存続する医療機関が新たに融資を受けて返済する

際の，融資にかかる利子の全部又は一部に相当する額にかかる給付金を支

給することにより，地域医療構想の実現に向けた取り組みを支援する。 

２．対象事業の支給要件及び活用希望医療機関について 

対象事業の支給要件 希望医療機関 

【単独支援給付金支給事業】 

平成 30 年度病床機能報告において，高度急性期機能，急性期機能及び

慢性期機能（対象３区分）と報告した病床数の減少を伴うもの。 

①地域医療構想調整会議の議論の内容及び県医療審議会の意見を踏まえ，

県が地域医療構想の実現に向けて必要な取組であると認めたもの。 

②病床機能再編後の対象３区分の許可病床数が，平成 30 年度病床機能報

告における報告された稼働病床数の合計の90%以下であること。 

曽於医師会立有明

病院 

 

急性期34床，慢性

期35床の減 

（154,584千円） 

【統合支援給付金支給事業】 

平成 30 年度病床機能報告において，高度急性期機能，急性期機能及び

慢性期機能（対象３区分）と報告した病床数の減少を伴うもの。 

①地域医療構想調整会議の議論の内容及び県医療審議会の意見を踏まえ，

県が地域医療構想の実現に向けて必要な取組であると認めたもの。 

②統合関係医療機関のうち１以上の病院が廃止（有床診療所化又は無床診

療所化も含む。）となること。 

③統合後，１以上の医療機関が運営されていること。 

④令和８年３月末までに統合が完了する計画であり，すべての統合関係医

療機関が計画に合意していること。 

⑤統合関係医療機関の対象３区分の総病床数の10%以上減少すること。 

曽於医師会立病院 

曽於医師会立有明

病院 

 

【資料３－１】 

曽於医師会立病院

及び曽於医師会立

有明病院の統合

（急性期 25 床の

減）・曽於医師会立

有明病院の廃院 

（154,584千円） 

（参考） 

ｐ２～８ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業（事業要領） 

ｐ９～22 事業の実施に関するＱ＆Ａ 

- 2 -



- 3 -



- 4 -



- 5 -



- 6 -



- 7 -



- 8 -



- 9 -



- 10 -



- 11 -



- 12 -



- 13 -



- 14 -



- 15 -



- 16 -



- 17 -



- 18 -



- 19 -



- 20 -



- 21 -



- 22 -



- 23 -



30

10

30

10
30

30

1

- 24 -



2

10
0

50
50

10
0

10
0

- 25 -



5
6

7
8

9
10

11
12

1
2

3
4

5

30
31

3

- 26 -


